
令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業実績及び効果検証結果

国県
補助金

交付金
充当額

起債 その他

932,232 3,997 624,813 0 303,422

1 単
通
常
分

公共施設感染症対策強化事業 各施設所管課
公共施設の衛生設備など感染症対策強化に資する
環境を整備

R4.4.1 R5.3.31 19,506 0 19,480 26
各公共施設等における新型コロナウ
イルス感染症のクラスターの発生
0件

消耗品費（アルコール消毒液等）：307千円
　・本庁舎等：307千円
空調改修工事：7,518千円
　・小学校：3,288千円
　・公民館：1,029千円
　・洲本バスセンター：3,201千円
トイレ改修工事：11,681千円
　・小学校：7,897千円
　・中学校：3,784千円

【事業効果】
各公共施設における新型コロナウイルス感染症対策と
して空調機器やトイレ等の衛生設備の整備を行うこと
で、換気対策の充実、施設の清潔さの向上を図ること
ができ、感染予防対策の強化につなげることができ
た。

【目標の達成状況】
クラスターが発生しなかったことから目標は概ね達成
できた。

（目標達成率）
クラスター 0件 　達成率：100％

2 単
通
常
分

避難所感染症対策強化事業 消防防災課
避難所の衛生設備など感染症対策強化に資する環
境を整備

R4.4.1 R5.3.31 1,562 0 1,562 0
各避難所における新型コロナウイル
ス感染症のクラスターの発生　0件

・洲本市消防団施設エアコン更新工事費：1,562千円

【事業効果】
避難所における新型コロナウイルス感染症対策として
換気機能付き空調機器に切り替えた結果、避難所の感
染予防対策の強化を図ることができた。

【目標の達成状況】
避難所におけるクラスターを含む新型コロナウイルス
感染者が発生しなかったことにより、当初の目標は達
成できた。

（目標達成率）
クラスター 0件 　達成率：100％

3 単

原
油
価
格
・
物
価
高
騰
分

子育て世帯経済対策給付金（物価高騰
分）

子ども子育て課
物価高騰等に直面する子育て世帯の経済的負担を
軽減するため、中学生以下の児童１人につき100
千円を支給

R4.9.9 R5.3.31 73,180 0 73,180 0 対象者への給付金支給率 100％

・子育て世帯育児支援金：448,400,千円
　　　　　　　　　　【件数　4,484件】
※ＮＯ.4、ＮＯ.20と同一事業

【事業効果】
給付金によって子育て世帯の経済的負担を軽減でき
た。

【目標の達成状況】
概ね目標を達成できた。

（目標達成率）
4,484件　達成率：99％　※受給拒否者等がいるため

4 単
通
常
分

子育て世帯経済対策給付金（通常分） 子ども子育て課
物価高騰等に直面する子育て世帯の経済的負担を
軽減するため、中学生以下の児童１人につき100
千円を支給

R4.9.9 R5.3.31 358,744 0 126,380 232,364 対象者への給付金支給率 100％

・時間外勤務手当：105千円
・消耗品費：13千円
・印刷製本費：112千円
・通信費：194千円
・子育て世帯育児支援金：448,400千円
　　　　　　　　　　【件数　4,484件】
※NO.3、NO20と同一事業

NO.3と同一事業のため省略

5 単

原
油
価
格
・
物
価
高
騰
分

学校給食等に係る負担軽減事業
学校教育課
子ども子育て課

小中学校・保育所等の給食等において物価高騰等
による保護者負担金の増額を抑制

R4.4.1 R5.3.31 4,663 0 4,650 13
安定した事業実施に係る対象者の負
担増額 0円

・賄材料費（学校）：3,733千円
・物価高騰に係る給食費補助分：930千円
　　（保育所）：656千円
　　（認定こども園）：274千円

【事業効果】
（学校）
学校給食の質及び量を保ちながら、高騰する食材費の
増加分の負担を支援し、保護者負担を増やすことなく
学校給食を提供できた。
（保育所・認定こども園）
保護者の負担を増やすことなく、栄養バランスや量を
保った安定した給食の提供を継続することができた。

【目標の達成状況】
（学校）給食費の値上げは行わなかった。

（保育所・認定こども園）
給食費の値上げは行わなかった。

（目標達成率）
達成率：100％

計
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書
Ｎ
Ｏ
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助
・
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6 単

原
油
価
格
・
物
価
高
騰
分

高齢者福祉施設等における食事に係る負
担軽減事業

介護福祉課
福祉課

高齢者福祉施設・障害福祉施設の食事等において
物価高騰等による利用者負担金の増額を抑制

R4.4.1 R5.3.31 8,818 0 8,400 418
安定した事業実施に係る対象者の負
担増額 0円

（介護福祉課）
・高齢者施設等に対する食材料費高騰対策補助金：
7,152千円
入所系 延べ141,065人、通所系 延べ58,805食
・繰出金（食材料費高騰対策分）：111千円
配食事業者（４者）に１食につき16円補助（延べ
6,973食）。
（福祉課）
・障害福祉施設に対する食材料費高騰対策補助金：
1,555千円
入所系 延べ2８,533人、通所系 延べ11,579食

【事業効果】
・物価高騰対策として、食費の一部を助成したことに
より、市内高齢者施設及び障害福祉施設の食費値上げ
を抑制し、利用者の負担を増やすことなく、これまで
通りの栄養バランスを保った食事提供に寄与した。
・繰出金（食材費高騰対策分）
配食事業者に食材費の一部を助成することにより、利
用者の負担を増やすことなく、安定的に食事を提供す
ることができた。

【目標の達成状況】
・市内17法人・事業所に対し、入所者延べ141,065
人分、通所者延べ58,805食分交付し、食費の値上げ
を抑制した。
・繰出金（食材料費高騰対策分）
対象者の負担増額0円
・障害福祉施設では、市内７法人に対し、入所者延べ2
８,533人分、通所者延べ11,579食分交付し、食費の
値上げを抑制した。

（目標達成率）
達成率：100％

7 単
通
常
分

在宅高齢者支援事業 介護福祉課 単身高齢者の入浴サービスや外出時の移動支援 R4.4.1 R5.3.31 11,705 0 11,690 15
新型コロナウイルス感染症を忌避し
たことによる単身高齢者の社会的孤
立　0件

・在宅高齢者支援事業委託料：3,533千円
・福祉タクシー運行委託料：5,455千円
・入浴サービス事業委託料：2,525千円
・印刷製本費：192千円
【成果】
在宅高齢者支援事業（外出支援サービス事業）
利用者　延べ797名
福祉タクシー運行委託（移動手段確保事業）
助成券交付者　606名
入浴サービス事業　助成券交付者　908名

【事業効果】
新型コロナウイルス感染症予防のため、外出を控えて
いる独居の高齢者に対し、タクシーやバスの運賃の助
成、入浴施設の利用料金の助成を行ったことで外出を
促し、社会的孤立を防ぐことに寄与した。また、公共
交通機関を利用することが困難な高齢者について、医
療機関等への送迎を支援することで、受診控えを抑制
することに寄与した。

【目標の達成状況】
在宅高齢者支援事業　前年度より延べ利用者18名減
移動手段確保事業　助成券利用率　67.4％
（前年度より1.6ポイント上昇）
入浴サービス事業　助成券利用率　61.2％
（前年度より1.2ポイント上昇）

（目標達成率）
達成率：100％

8 単
通
常
分

庁内端末セキュリティ強化事業 広報情報課
庁内端末に強靱なセキュリティ対策システムを整
備

R4.4.1 R5.3.31 57,200 0 57,200 0
1日平均で１％以上の職員がテレ
ワーク勤務を行い、コロナ対策とし
て分散勤務の促進につなげる

・セキュリティ強化対策システム更新業務委託料：
57,200千円

【事業効果】
セキュリティを強化する仕組みを導入したことによ
り、端末管理を遠隔化したことや、テレワークの利用
を促進することで接触機会の低減が図られた。

【目標の達成状況】
1日平均で１％以上の職員がテレワーク勤務を行い、目
標を達成できた。

（目標達成率）
達成率：100％

9 単
通
常
分

RPA導入事業 広報情報課 事務効率化のためにRPAを導入 R4.4.1 R5.3.31 1,804 0 1,804 0

RPAによる代替が可能な業務に携わ
る者の出勤抑制（想定業務量：１人
×7.5H/日×20日分）により、コ
ロナ対策として分散勤務の促進につ
なげる

・RPA導入委託料：1,804千円

【事業効果】
RPAを活用した業務の自動化により、在席による業務
時間が減少し、職員間の接触機会の減少につながり、
業務のスマート化及び感染症抑制に寄与した。

【目標の達成状況】
事務負担の軽減を図ることができ、出勤抑制の一助と
なったたため、概ね目標を達成できた。

10 単
通
常
分

行政手続オンライン化事業費 広報情報課
マイナンバーカードを用いた行政手続のオンライ
ン化のためのシステム及びネットワーク改修

R4.4.1 R5.3.31 3,400 0 3,400 0
手続き利用者の１％以上がオンライ
ン申請を利用することで、コロナ対
策として接触機会の低減につなげる

・行政手続オンライン化システム環境整備業務委託料
（市単独分）：3,400千円

【事業効果】
ぴったりサービスとの連携により、オンライン申請が
円滑に行えるようになった。

【目標の達成状況】
転出届に関しては、約３％の利用者がオンライン申請
を利用し、接触機会の低減に寄与した。

（目標達成率）
100％

11 単

原
油
価
格
・
物
価
高
騰
分

商店街お買物券・ポイントシール事業 商工観光課
物価高騰等に直面する市民等の経済的負担軽減の
ため、スマホアプリ等によるポイント付与ないし
プレミアム付き商品券発行

R4.6.15 R4.12.31 76,466 0 28,000 48,466
還元されたポイント・商品券のプレ
ミアム分の使用による負担軽減額
72,000千円

・商店街お買物券・ポイントシール事業補助金：
76,466千円
換金額（プレミアム分）：57,212千円
参加店舗数：233店舗

【事業効果】
地元商工会議所並びに商工会を通じて、事業に参加し
た地元商店等から売上が伸びたという意見があり、事
業の効果は確実にあった。

【目標の達成状況】
当初計画時の目標をほぼ達成できた。

（目標達成率）
57,212千円／72,000千円×100＝79.5％
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12 単
通
常
分

諸証明書コンビニ交付事業 市民課
市の発行する諸証明書をコンビニエンスストア等
に設置されているキオスク端末で発行

R4.4.1 R5.3.31 8,817 0 0 8,817
キオスク端末を利用した諸証明書発
行件数　7,000件

交付金充当取りやめ
※県通知より手数料の減額及び初期の導入経費のみが

交付金対象になるとの見解が示されたため。

13 補
通
常
分

新型コロナウイルス感染症セーフティ
ネット強化交付金

福祉課
心身ともに追い込まれひきこもり状態となり苦し
む市民の方に対し、支援体制を構築

R4.7.1 R5.3.31 5,000 2,500 2,500 0
ひきこもり支援ステーションの設置
１か所

・ひきこもり支援事業委託料：5,000千円

【事業効果】
当事者と家族の会、相談受付、訪問、フリースペース
の開設、啓発等を実施することで、受診やボランティ
ア活動につながるケースもあり、当事者及び家族の不
安軽減、社会資源とのつながり作りに寄与した。

【目標の達成状況】
目標は達成できた。

（目標達成率）
１か所／１か所　達成率：100％

14 単

原
油
価
格
・
物
価
高
騰
分

交通事業者等支援事業① 企画課
原油価格・物価高騰の影響を受ける交通事業者に
対して支援金を交付

R4.4.1 R5.3.31 524 0 520 4
原油価格高騰に係る利用者の負担増
額 0円

・新型コロナウイルス感染症対策支援助成金：524千
円

バス6社、タクシー3社
（内訳）
みなと観光バス　4千円
淡路交通　205千円
神姫バス　36千円
本四海峡バス　41千円
西日本JRバス　34千円
洲本観光バス　42千円
洲本観光タクシー　86千円
洲本自動車　52千円
清水タクシー　24千円

【事業効果】
新型コロナウイルス感染症の影響による利用者の減少
や燃油価格高騰の影響を受ける地域公共交通事業者に
対し、運行費用の一部を支援することで、利用者が安
心して利用できる地域公共交通を維持することができ
た。

【目標の達成状況】
原油価格高騰に係る利用者の負担増額は発生せず、概
ね目標を達成できた。

15 単
通
常
分

妊婦応援事業 健康増進課
コロナ禍における経済的不安から出産を控えるこ
とのないよう、健診受診費用を支援

R4.4.1 R5.3.31 15,113 0 11,100 4,013
助成事業を利用した延べ受診回数
2,500回

・印刷製本費：81千円
・健康診査委託料：13,031千円
・妊婦検診事業助成金：2,001千円
 
・助成事業を利用した延べ受診回数 2,420回

【事業効果】
妊婦健診の費用助成を行うことで、定期的な妊婦健診
の受診につながった。

【目標の達成状況】
妊娠期間中の経済的負担を軽減することで、安心して
妊娠期を過ごし出産できる環境づくりが整備され、経
済面での出産控えは一定程度抑えることができた。

（目標達成率）
2,420回/2,500回　達成率：97％

16 単
通
常
分

GIGAスクール構想実現事業 教育総務課
中央サーバの更新により、校務支援関連システム
の導入に必要な基盤を整える

R4.4.1 R5.3.31 56,145 0 56,130 15
各公立小中学校における校務支援関
連システムの導入　18校（全校）

運用支援業務委託料：2,949千円
　・小学校：2,128千円
　・中学校：821千円

コンピュータ更新委託料：53,196千円
　・小学校：38,420千円
　・中学校：14,776千円

【事業効果】
校務支援関連システム導入の基盤を整えることで、教
職員の事務処理の効率化に寄与した、

【目標の達成状況】
校務支援関連システムの導入

（目標達成率）
18校/18校　達成率：100％

17 単
通
常
分

教育現場におけるコロナ対応 学校教育課
コロナ禍における教育安定化及びＧＩＧＡスクー
ル構想推進を図るため、ITツール活用等にかかる
講習などに対応するための職員を増員

R4.4.1 R5.3.31 7,609 0 7,600 9

各公立小中学校におけるGIGAス
クール構想に対応した授業の定着、
コロナ禍の児童・生徒の心身安定
18校（全校）

・報酬（会計年度）：5,453千円
・期末手当（会計年度）：960千円
・社会保険料：1,032千円
・通勤費用：164千円

【事業効果】
経験豊富な教員を配置することで、オンライン等のICT
を活用した研修を実施した。訪問研修やオンラインに
よる研修など学校のニーズに合わせた研修を進めるこ
とができた。

【目標の達成状況】
市内の各小中学校で、オンライン授業が可能な環境を
構築することができた。

（目標達成率）
18校/18校　達成率：100％
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18 単
通
常
分

統合型校務支援システム導入事業 学校教育課
教職員の事務負担を軽減し執務室での接触時間を
低減させるため、校務支援システムを導入

R4.4.1 R5.3.31 9,185 0 9,180 5
各公立小中学校における校務支援シ
ステムの導入　18校（全校）

・開発等委託料（校務支援システム導入費）：2,310
千円
・システム使用料（校務支援システム使用料）：
6,875千円

【事業効果】
校務支援システムを導入することにより、事務処理の
効率化を推進することができ、在校時間を短くするこ
とができた。

【目標の達成状況】
全校にシステムが導入され、多くの教職員の在校時間
の縮減に寄与した。

（目標達成率）
18校/18校　達成率：100％

19 単

原
油
価
格
・
物
価
高
騰
分

漁業振興支援金 林務水産課
原油価格高騰により困窮している漁業者等の経営
を支援

R4.4.1 R5.3.31 16,000 0 16,000 0
市内漁業協同組合３者に支援金を支
給し、もって市内漁業者の経営を安
定化させる

漁業振興支援金：16,000千円
　・由良町漁業協同組合：10,000千円
　・洲本炬口漁業協同組合：2,000千円
　・五色町漁業協同組合：4,000千円

【事業効果】
原油価格や漁業資材の物価高騰が続く中、漁業者等の
負担が軽減され、漁業経営の安定的な継続が図られ
た。

【目標の達成状況】
漁獲高が前年と比べて20％増加するなど、漁業経営の
安定を図ることができた。

20 単

重
点
支
援
分

子育て世帯経済対策給付金（重点交付金
分）

子ども子育て課
物価高騰等に直面する子育て世帯の経済的負担を
軽減するため、中学生以下の児童１人につき100
千円を支給

R4.9.9 R5.3.31 12,600 0 12,600 0 対象者への給付金支給率 100％

・子育て世帯育児支援金：448,400,千円
　　　　　　　　　　【件数　4,484件】
※ＮＯ.3、ＮＯ.4と同一事業

NO.3と同一事業のため省略

21 単

重
点
支
援
分

プレミアム付き商品券発行事業 商工観光課
市内消費喚起のためプレミアム付き商品券を発行
し、市民生活を支援

R4.10.6 R5.2.28 116,494 0 116,400 94
プレミアム付き商品券の使用に伴う
換金額（プレミアム分）　99,000
千円

・印刷製本費：349千円
・通信費：4,666千円
・プレミアム付商品券発行補助金：111,479千円
　換金額（プレミアム分）：90,421千円
　販売冊数：92,227冊

【事業効果】
多くの市民が本券を購入し活用している実績があり、
市民の経済的負担の軽減、市内経済の活性化におい
て、事業効果は大いにあった。

【目標の達成状況】
概ね目標を達成できた。

（目標達成率）
90,421千円／99,000千円×100＝91.3％

22 単

重
点
支
援
分

交通事業者等支援事業② 企画課
原油価格・物価高騰の影響を受ける交通事業者に
対して高騰分の一部を補助

R4.4.1 R5.3.31 2,102 0 2,100 2
原油価格高騰に係る利用者の負担増
額 0円

・新型コロナウイルス感染症対策支援助成金：2,102
千円
※ＮＯ.14と同一事業

バス5社
（内訳）
みなと観光バス　27千円
淡路交通　1,586千円
神姫バス　113千円
本四海峡バス　294千円
西日本JRバス　82千円

ＮＯ.14と同一事業のため省略

23 単
通
常
分

交通事業者等による感染症対策事業 福祉課
交通事業者において感染防止対策を講じて運行す
ることを支援

R4.9.9 R5.3.31 157 0 150 7

福祉有償運送事業者の利用による新
型コロナウイルスへの感染を防止す
るとともに、事業の安定実施を支援
する。
事業実施車両 12台

・福祉有償運送活動助成金：157千円
件数：8台

【事業効果】
新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぐため、消
毒液等を使用することで、福祉有償運送を利用する高
齢者や障害者、要介護認定者などの感染抑制に寄与し
た。

【目標の達成状況】
概ね目標は達成できた。

（目標達成率）
8台／１２台　　達成率：６７％
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24 単
通
常
分

行政事務デジタル化推進事業 税務課
従来窓口での手続きを要していた、また、長時間
を要していた業務についてデジタル化

R4.4.1 R5.3.31 13,024 0 13,000 24
手続き利用者の１％以上がオンライ
ン申請を利用することで、コロナ対
策として接触機会の低減につなげる

・軽自動車OSS及び軽JNKS導入委託料：2,310千円
・納付書QRコード追加対応業務委託料：6,996千円
・共通納税税目拡大対応業務委託料：1,826千円
・郵便振込票レイアウト修正業務委託料：1,892千円

【事業効果】
納付書に印字されたQRコードをスマホで読み込み、電
子マネーで支払うことにより、窓口での接触機会が減
少し、感染症拡大抑止に寄与した。

【目標の達成状況】
目標は達成できた。
手続き利用者のオンライン申請率　5％

（目標達成率）
5％ / 1％　　達成率：500％

25

26 単
通
常
分

病後児保育事業体制確保 子ども子育て課
新型コロナウイルス感染症の回復後にある児童の
保育体制を確保することで、対象となる児童をも
つ保護者の就労等を支援

R4.4.1 R5.3.31 4,115 0 4,000 115 対象となる者の事業利用件数 5件

看護師人件費（市単独分）
・報酬（会計年度）：2,894千円
・期末手当（会計年度）：561千円
・社会保険料：533千円
・通勤費用：127千円
利用件数：5件

【事業効果】
実施体制を確保できたことにより、継続的に事業を実
施することができた。

【目標の達成状況】
目標を達成できた。

（目標達成率）
5件/5件　　達成率：100％

27 単
通
常
分

ワーケーション推進事業 都市計画課
コロナ禍におけるワーケーションの場を作るため
の空き家調査

R4.4.1 R5.3.31 8,795 0 0 8,795
収集した情報を基礎としたワーケー
ション等コロナ対策に資する活用件
数 1件

交付金充当取りやめ
※全額別の国庫補助事業となったため。

28 単
通
常
分

スポーツイベント開催支援事業 生涯学習課
新型コロナウイルス禍における感染対策に配慮し
たスポーツイベントの実施を支援

R4.4.1 R5.3.31 1,763 0 1,760 3
感染対策に配慮したスポーツイベン
トの実施 1件

・ワールドマスターズゲームズ関連事業補助金：
1,763千円
イベント数：１件
開催日：令和４年５月２２日（日）
会　場：洲本市民広場（スタート＆ゴール）
実施内容：ウオーキング大会（5km,10km,20km）

【事業効果】
感染症拡大を防止したスポーツイベントを開催するこ
とにより、市民の健康維持や地域の活性化に加え、社
会経済活動の再開の契機となった。

【目標の達成状況】
参加者数：３６９人
安全・安心を確保しつつ、スムーズなイベント運営を
行うことができた。

（目標達成率）
1件/1件　　達成率：100％

29 単

重
点
支
援
分

飼料高騰対策事業 農政課
コロナ禍における物価高騰の中、飼料の自給生産
機器を導入する農業者を支援

R4.9.9 R5.3.31 2,639 0 2,630 9 補助事業を利用した機器導入 1件
・機械・設備導入支援事業補助金：2,639千円
　（導入件数：6件）

【事業効果】
自給飼料の生産機器を導入することにより、自給飼料
の増産及び飼料自給率の向上に寄与した。

【目標の達成状況】
目標を達成できた。

（目標達成率）
6件/1件　　達成率：600％

計画取りやめにより欠番
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30 単

重
点
支
援
分

施設園芸省エネ機器導入促進事業 農政課
コロナ禍におけるエネルギーコスト高騰の中、省
エネ機器を導入する施設園芸生産者を支援

R4.9.9 R5.3.31 403 0 400 3 補助事業を利用した機器導入 1件
・機械・設備導入支援事業補助金：403千円
　導入件数　1件

【事業効果】
省エネ機器を導入することにより生産コストの低減を
図ることにより経営の継続を支援できた。

【目標の達成状況】
目標を達成できた。

（目標達成率）
１件/１件　　達成率：100％

31 単

原
油
価
格
・
物
価
高
騰
分

中小企業等支援事業 商工観光課
コロナ禍における物価高騰の影響を受ける中小企
業、個人事業主等に対し助成金を支給

R4.9.9 R5.3.31 28,379 0 28,370 9 支給事業者数 3,000件

・中小企業等原油価格高騰対策支援委託料：279千円
・中小企業等原油価格高騰対策支援金：28,100千円
　支給事業者数：合計394件
　（うち、会社200件、個人事業194件）

【事業効果】
当初計画時の目標には届かなかったものの、エネル
ギー価格の高騰に喘ぐ事業者の支援にはつながった。

【目標の達成状況】
当初計画していた目標には及ばなかった。なお、目標
に届かなかった要因としては補助要件が多少厳しかっ
たことが少なからず影響していると考える。

（目標達成率）
394件／3,000件　達成率：13.1％

32 単
通
常
分

宿泊施設等集客支援事業 商工観光課
新型コロナウイルス感染症の拡大で事業活動に影
響を受けている事業者を支援するため、集客を目
的とした広告宣伝に取り組む経費を支援

R4.12.20 R5.3.31 1,000 0 1,000
観光入込客の回復（コロナ前の令和
元年度水準）

・洲本温泉ラッピングバス補助金：1,000千円

【事業効果】
洲本温泉ラッピングバスを運行することで高速道路利
用者や神戸近郊の在住・在勤者に洲本温泉をPRするこ
とができた。結果、対前年比110％の入込となり、入
込増加の一因となった。

【目標の達成状況】
令和元年度に対し、約91％の入込数となり、目標を概
ね達成することができた。

33 補
通
常
分

保育対策総合支援事業費補助金 子ども子育て課
保育所・認定こども園においてアルコール消毒液
やマスクなどの衛生用品等を充足

R4.4.1 R5.3.31 2,650 1,320 1,320 10
各保育施設等における新型コロナウ
イルス感染症のクラスターの発生
0件

公立保育園
　・消耗品費：1,823千円
　・備品購入費：327千円

私立保育園
　・感染症対策事業費補助金（Ｒ5.3月まで）：500
千円

【事業効果】
感染症対策として、アルコール消毒やパーテーション
等の資機材の配備したことにより、感染症抑制に寄与
した。

【目標の達成状況】
大規模クラスター等は起きておらず、概ね目標を達成
できた。

（目標達成率）
クラスター 0件 　達成率：100％

34 補
通
常
分

子ども・子育て支援交付金 子ども子育て課
延長保育事業、一時預かり事業、放課後児童健全
育成事業実施施設においてアルコール消毒液やマ
スクなどの衛生用品等を充足

R4.4.1 R5.3.31 534 177 177 180
各保育施設等における新型コロナウ
イルス感染症のクラスターの発生
0件

・地域子育て支援拠点事業：306千円
・放課後児童健全育成事業：228千円

【事業効果】
感染症対策として、アルコール消毒やパーテーション
等の資機材の配備したことにより、感染症抑制に寄与
した。

【目標の達成状況】
大規模クラスター等は起きておらず、概ね目標を達成
できた。

（目標達成率）
クラスター 0件 　達成率：100％

35 単
通
常
分

スクールサポートスタッフ配置事業 学校教育課 スクールサポートスタッフを配置 R4.10.1 R5.3.31 2,137 0 2,130 7
各小中学校における新型コロナウイ
ルス感染症のクラスターの発生　0
件

小学校
　・報酬（会計年度）：1,556千円
　・通勤費用：50千円

中学校
　・報酬（会計年度）：437千円
　・通勤費用：94千円

【事業効果】
スクールサポートスタッフを配置することにより、校
内の消毒作業や事務処理を軽減することができた。
また、校内の消毒作業などが滞りなく行われ、校内の
清潔な衛生環境維持につながった。

【目標の達成状況】
クラスター等は起きておらず、概ね目標を達成でき
た。

（目標達成率）
クラスター 0件 　達成率：100％

※千円未満四捨五入のため、全体の合計が実数値と一致しない場合があります。 　
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